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調査結果ニュースリリース 
 

2011年11月7日 

報道関係各位 

 

東日本大震災・被災３県（岩手県、宮城県、福島県）の意識調査 
 

震災前と同じ勤務先に勤めていない 15.3% 震災前が「パート・アルバイト」では 25.1% 

 

勤務先が震災前から変わった有職者 

現在の勤務先は「つなぎ」的なもの 6 割弱 

 

職を失った理由 「震災の影響による解雇」 4 割 

再就職をしたいと思っている 8 割強 希望は「地元」で 8 割半ば 

 

「日本全体」が震災前の状態に戻るのに必要な時間は？ 

『10 年以上』必要 35.1% 「何年かかっても戻らない」14.3% 

 

震災後、勇気づけられた事 1位「自衛隊の活動」 2位「海外の国の援助」 

 

「家族・親族とのつながり・絆」が強くなった 43.3% 

「国・政府への信頼」が弱くなった 68.9% 

 

今後、ボランティア活動に期待すること 

「がれきの撤去・清掃」、「心のケア」、「医療施設」、「高齢者サポート」 

 

2011年3月11日に起きた東日本大震災より、半年が過ぎました。今、被災地ではどのような問題に直面し、どの

ような支援が求められているのでしょうか。連合（日本労働組合総連合会）（http://www.jtuc-rengo.or.jp）（所在地：

東京都千代田区、会長：古賀 伸明）では、復興において大きく関わってくる「雇用問題」を中心に、被災3県（岩手

県、宮城県、福島県）における意識調査を実施しました。 

本調査は、インターネットリサーチにより、2011年10月12日～10月17日の6日間において実施し、3000名［調査対

象者：東日本大震災前に、有職者（パート・アルバイト含む）で岩手県・宮城県・福島県に居住していた20歳～69歳

の男女］の有効サンプルを集計しました。 
 
 
    

◆◆◆◆現在現在現在現在のののの勤務先勤務先勤務先勤務先はははは「「「「震災前震災前震災前震災前とととと同同同同じじじじ勤務先勤務先勤務先勤務先」」」」    84.8%84.8%84.8%84.8%    

◆◆◆◆震災震災震災震災前前前前とととと同同同同じじじじ勤務先勤務先勤務先勤務先にににに勤勤勤勤めていないめていないめていないめていない    11115.3%5.3%5.3%5.3%    震災前震災前震災前震災前がががが「「「「パートパートパートパート・・・・アルバイトアルバイトアルバイトアルバイト」」」」ではではではでは25.125.125.125.1%%%%    

東日本大震災前に、有職者（パート・アルバイト含む）で岩手県・宮城県・福島県に居住していた 20 歳～69 歳の

男女（男性 1,680 名、女性 1,320 名 / 岩手県 630 名、宮城県 1,467 名、福島県 903 名、計 3,000 名）に、現在の勤

務先・職業について聞いたところ、「震災前と同じ勤務先」84.8%、「震災前と違う勤務先」10.0%、「専業主婦・主夫」

1.4%、「学生」0.1%、「無職」3.8%となり、「震災前と違う勤務先」、「専業主婦・主夫」、「学生」、「無職」を合わせた震災

前と同じ勤務先に勤めていない割合は 15.3%となりました。震災前の職業別に、同じ勤務先に勤めていない割合を

みると、「会社員（派遣社員）」（33.3%）、「パート・アルバイト」（25.1%）、「会社員（契約社員）」（21.7%）となり、「会社員

（正社員）」（9.8%）と比べて高い傾向がみられました。 

 

調査結果 
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◆◆◆◆震災前震災前震災前震災前とととと比較比較比較比較してしてしてして、「、「、「、「残業残業残業残業やややや休日出勤休日出勤休日出勤休日出勤」」」」がががが増増増増えたえたえたえた    25.7%25.7%25.7%25.7%    「「「「給与給与給与給与」」」」はははは減減減減ったったったった    22.5%22.5%22.5%22.5% 

「「「「残業時間残業時間残業時間残業時間やややや休日出勤休日出勤休日出勤休日出勤」」」」がががが増増増増えたのはえたのはえたのはえたのは、「、「、「、「建設建設建設建設・・・・土木業土木業土木業土木業」、「」、「」、「」、「官公庁官公庁官公庁官公庁・・・・自自自自治体治体治体治体・・・・公共団体公共団体公共団体公共団体」」」」    

「「「「給与給与給与給与」」」」がががが減減減減ったのはったのはったのはったのは、「、「、「、「飲食店飲食店飲食店飲食店・・・・宿泊業宿泊業宿泊業宿泊業」、「」、「」、「」、「サービスサービスサービスサービス業業業業」」」」    

◆◆◆◆勤務先勤務先勤務先勤務先へのへのへのへの信頼信頼信頼信頼やややや感謝感謝感謝感謝のののの気持気持気持気持ちがちがちがちが「「「「強強強強まったまったまったまった」」」」2222割半割半割半割半    

一方一方一方一方でででで、、、、経営経営経営経営やややや事業事業事業事業のののの存続存続存続存続についてについてについてについて不安不安不安不安がががが「「「「強強強強まったまったまったまった」」」」もももも3333割割割割    

震災前と同じ勤務先で働いている 2,543 名に、震災前と比較して、現在の勤務先や勤務先での仕事状況の変化

があったかを聞き、『増えた/強まった』（「震災前よりも、非常に増えた/強まった」と「震災前よりも、やや増えた/強

まった」の合計）と『減った/弱まった』（「震災前よりも、非常に減った/弱まった」と「震災前よりも、やや減った/弱ま

った」の合計）の値をみました。 

 

まず、仕事量に関する項目では、【勤務先全体における仕事の量】で『減った』23.0%、『増えた』33.6%、【あなた自

身の仕事の量】で『減った』15.9%、『増えた』38.7%となり、4 割弱が震災後、自分自身の仕事量が増えたと回答しまし

た。 

 

待遇に関する項目では、【残業時間や休日出勤】で『減った』13.9%、『増えた』25.7%となり、勤務時間に関しては 4

人に 1 人が増えたと回答しました。また、【給与】で『減った』22.5%、『増えた』8.8%となり、震災前と同じ勤務先で働い

ていて給与が減った人は 2 割強となりました。 

業種別で特徴がみられたのは、【残業時間や休日出勤】では『増えた』が、「建設･土木業」（41.3%）、「官公庁･自

治体･公共団体」（48.3%）で高く、一方、『減った』のは「製造業・メーカー」（25.6%）、「飲食店・宿泊業」（19.0%）となり

ました。【給与】では『減った』が「飲食店・宿泊業」（29.0%）、「サービス業」（27.7%）となっています。 

 

また、震災関連の項目では、【節電意識】が『強まった』は 78.3%、【防災意識】が『強まった』は 77.0%となり、節電・

防災の意識とも強まったとの回答が高くなりました。また、【準備された防災関連グッズ】では 49.8%が『増えた』と回

答し、震災後に“備え”を増やしたとの回答も半数近くみえました。【取得されるボランティア休暇】では『増えた』が

4.8%となっています。 

 

【勤務先に対する信頼や感謝の気持ち】では 24.7%が『強まった』とする一方で、【勤務先の経営や事業の存続に

ついて不安】では『強まった』が 30.3%と回答しており、震災を契機に、生活において勤務先がもつ意義の大きさと、

その存続が不安視されている深刻な状況が窺える結果となりました。 

 

◆◆◆◆勤務先勤務先勤務先勤務先がががが震災前震災前震災前震災前からからからから変変変変わったわったわったわった有職者有職者有職者有職者    現在現在現在現在のののの勤務先勤務先勤務先勤務先はははは「「「「つなぎつなぎつなぎつなぎ」」」」的的的的なものなものなものなもの    6666 割弱割弱割弱割弱    

現在、震災前と違う勤務先に勤めている 300 名に、現在の勤務先は将来に向けての「つなぎ」的なものか、それ

とも生涯働くつもりの勤務先かを聞いたところ、「『つなぎ』的な勤務先である」29.3%、「どちらかというと『つなぎ』的

な勤務先である」30.0%となり、二つを合わせた 59.3%が現在の勤務先は『つなぎ』的なものと捉えていることがわか

りました。男女別にみると、女性で『つなぎ』と考えている割合が高く 64.9%となっていますが、男性においても 53.9%

と、半数を超えています。 

 

◆◆◆◆職職職職をををを失失失失ったったったった理由理由理由理由    「「「「震災震災震災震災のののの影響影響影響影響によるによるによるによる解雇解雇解雇解雇」」」」    4444 割割割割    

◆◆◆◆再就職再就職再就職再就職をしたいとをしたいとをしたいとをしたいと思思思思っているっているっているっている    8888 割強割強割強割強        希望希望希望希望はははは「「「「地元地元地元地元」」」」でででで 8888 割半割半割半割半ばばばば    

現在、職に就いていない 157 名に、直近で就いていた職を失った理由について聞いたところ、「震災の影響によ

る勤務先の業績不振や営業停止などによる解雇」が最も多く 32.5%、次いで「震災の影響ではない辞職（自己都合

退職や合意退職）」27.4%、「震災の影響による辞職（自己都合退職や合意退職）」18.5%となりました。 
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震災の影響による勤務先の「業績不振や営業停止などによる解雇」（32.5%）と「倒産による解雇」（7.6%）を合わせ

た『震災の影響による解雇』は 40.1%、また、「震災の影響による解雇」と「震災の影響による辞職（自己都合退職や

合意退職）」（18.5%）を合わせた『震災の影響による解雇や辞職』は58.6%となっており、職を失った理由として6割弱

が震災の影響となっており、大きな影響を受けている実態が見えました。 

 

同回答者に対し、失業手当（雇用保険の基本手当）を受給しているかを聞いたところ、24.2%が「現在、失業手当

を給付されている」と回答し、約 4 人に 1 人が失業手当を受けていることがわかりました。しかし、「失業手当を給付

されていたが､期間が終わった」という人も 16.6%、また、「申請していないので失業手当は給付されていない」人も

48.4%と、半数近くに上っています。 

 

同回答者に対し、就職活動を行っているかとの質問をしたところ、55.4%が「現在、再就職したいと思っていて、就

職活動を行っている」と回答しました。「現在、再就職したいと思っているが、就職活動は行っていない」は 26.8%とな

り、二つを合わせた「再就職したいと思っている」割合は 82.2%となりました。 

 

再就職をしたいと思っている 129 名に対し、地元（震災前に居住していた地域から通勤できるエリア）での再就職

を希望しているかを聞いたところ、「希望する」は 86.8%、「希望しない」13.2%となり、地元での再就職を望む声が多く

挙げられました。 

 

◆◆◆◆「「「「日本全体日本全体日本全体日本全体」」」」がががが震災前震災前震災前震災前のののの状態状態状態状態にににに戻戻戻戻るのにるのにるのにるのに必要必要必要必要なななな時間時間時間時間はははは？？？？    

『『『『10101010 年以上年以上年以上年以上』』』』必要必要必要必要    35.135.135.135.1%%%%    「「「「何年何年何年何年かかってもかかってもかかってもかかっても戻戻戻戻らないらないらないらない」」」」14.3%14.3%14.3%14.3%    

全回答者（3,000 名）に、震災前に住んでいた住居に関して、震災の影響として近いものを聞いたところ、「全壊ま

たは大規模半壊」5.5%、「半壊（基礎損傷・家屋傾斜・外壁内壁の脱落）」7.7%、「一部損壊（外壁・内壁のひび割

れ）」49.4%、「殆ど影響は無い」37.5%となりました。 

 

次に、自分自身・家族の生活や、震災前に居住していた県・市町村・日本全体が既に震災前の状態に戻ってい

るか、もしくは震災前の状態に戻るのに必要だと予想する時間を聞きました。 

 

「既に震災前の状態に戻っている」との回答のあった割合をみると、【自分自身の生活】と【家族全員の生活】の

状態については、それぞれ 58.3%、60.6%となりました。これを震災前の居住地別にみると、岩手県（自分自身：72.5%、

家族 74.1%）、宮城県（自分自身：57.5%、家族 60.4%）、福島県（自分自身 49.6%、家族 51.6%）となりました。 

 

【震災前に居住していた市町村】について「既に震災前の状態に戻っている」とするのは 31.0%となりました。これ

を震災前の居住地別にみると、岩手県 60.3%、宮城県 23.9%、福島県 22.1%となりました。 

 

【震災前に居住していた県】について「既に震災前の状態に戻っている」とするのは 9.8%に過ぎませんでした。こ

れを震災前の居住地別にみると、岩手県 14.0%、宮城県 8.3%、福島県 9.3%となりました。 

 

「何年かかっても震災前の状態には戻らない」と回答のあった割合を、【震災前に居住していた県】についてみる

と、15.0%となりました。これを震災前の居住地別にみると、岩手県 9.7%、宮城県 7.8%に対し、福島県では、30.3%が

「何年かかっても被災前の状態には戻らない」と回答しました。 

 

また、【日本全体】が震災前の状態に戻るのに必要だと予想する時間は、「7 年～10 年程度」とするのが 15.6%と
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多く、次いで「10 年～15 年程度」10.6%、「20 年～30 年程度」8.1%となり、「10 年～15 年程度」から「50 年以上」を合

わせた『10 年以上』の割合は 35.1%となりました。「何年かかっても震災前の状態には戻らない」との回答は 14.3%、

「分からない」も 15.3%となっており、震災による影響の深刻さが窺える結果となりました。 

 

◆◆◆◆「「「「家族家族家族家族・・・・親族親族親族親族とのつながりとのつながりとのつながりとのつながり・・・・絆絆絆絆」」」」がががが強強強強くなったくなったくなったくなった    43.3%43.3%43.3%43.3%    

◆◆◆◆「「「「国国国国・・・・政府政府政府政府へのへのへのへの信頼信頼信頼信頼」」」」がががが弱弱弱弱くなったくなったくなったくなった    68.9%68.9%68.9%68.9%    

全回答者（3,000 名）に、震災後の他者とのつながり・絆・信頼に関する変化を聞き、『強くなった（計）』（「震災前

よりも、非常に強くなった」と「震災前よりも、やや強くなった」の合計）と『弱くなった』（「震災前よりも、非常に弱くな

った」と「震災前よりも、やや弱くなった」の合計）の値をみました。 

人とのつながり・絆においては、『強くなった』が多い順に、【家族・親族とのつながり・絆】（43.3%）、【友人とのつな

がり・絆】（34.7%）、【恋人・配偶者とのつながり・絆】（34.3%）となりました。 

【地元自治体への信頼】と【国・政府への信頼】では、それぞれ『強くなった』よりも『弱くなった』との回答が高く、

【地元自治体への信頼】では弱くなったが 32.2%、【国・政府への信頼】では 68.9%と、国・政府においては 7 割弱が弱

まったと回答しています。 

 

◆◆◆◆不安不安不安不安にににに感感感感じているものじているものじているものじているもの    「「「「原発原発原発原発関連関連関連関連」」」」とととと「「「「地震地震地震地震」」」」でともにでともにでともにでともに 7777 割強割強割強割強    

◆◆◆◆福島県民福島県民福島県民福島県民がががが不安不安不安不安なものなものなものなもの    「「「「原発原発原発原発関連関連関連関連」」」」9999 割割割割    

「「「「健康維持健康維持健康維持健康維持」」」」、、、、「「「「子供子供子供子供のののの将来将来将来将来」」」」、、、、「「「「人口減少人口減少人口減少人口減少」」」」ではではではでは他県他県他県他県よりもよりもよりもよりも不安不安不安不安にににに感感感感じているじているじているじている    

◆◆◆◆今後今後今後今後、、、、被災地復興被災地復興被災地復興被災地復興のためにのためにのためにのために必要必要必要必要なことなことなことなこと    「「「「雇用雇用雇用雇用のののの創出創出創出創出・・・・確保確保確保確保」」」」    約約約約 7777 割割割割    

◆◆◆◆求求求求められているめられているめられているめられている雇用対策雇用対策雇用対策雇用対策    「「「「長期間安定的長期間安定的長期間安定的長期間安定的にににに働働働働けるけるけるける雇用雇用雇用雇用」」」」63.7%63.7%63.7%63.7%    

全回答者（3,000 名）に、現在の生活の中で不安に感じている事を複数回答形式で聞いたところ、「原発関連」

74.6%が最も多く、「地震（余震）」72.1%、「収入の確保」52.9%が続きました。 

現在福島県に住んでいる人では、「原発関連」が 90.1%で 9 割と高く、「健康の維持」（51.5%）、「子供の将来」

（41.8%）、「人口の減少（地域の過疎化）」（32.5%）では、他県よりも 10 ポイント以上高くなっています。 

 

今後、被災地の復興のために、どのような支援や施策が必要だと思うかを複数回答形式で聞いたところ、「福島

原発事故の収束」77.6%が最も多く、「放射性物質の除染」70.0%、「雇用の創出・確保」69.6%、「福島原発事故の被

害補償」59.5%が続きました。 

 

被災地復興のために、約 7 割が「雇用の創出・確保」が必要だと回答しましたが、それでは、住んでいる県の「雇

用」についてどの様な対策を望んでいるのでしょうか。複数回答形式で聞いたところ、多かったのは「一般成人の雇

用の確保」（65.6%）、「長期間安定的に働ける雇用（正規雇用）の確保」（63.7%）でそれぞれ 6 割を超えました。次い

で「地域の新卒者の雇用の確保」43.8%、「新しい業界に就職するための就職支援・職業訓練の充実」38.9%となって

います。 

 

◆◆◆◆震災後震災後震災後震災後、、、、勇気勇気勇気勇気づけられたづけられたづけられたづけられた事事事事    1111 位位位位「「「「自衛隊自衛隊自衛隊自衛隊のののの活動活動活動活動」」」」    2222 位位位位「「「「海外海外海外海外のののの国国国国のののの援助援助援助援助」」」」    

全回答者（3,000 名）に、震災後、どのような事に勇気づけられたかを複数回答形式で聞きました。 

最も多かったのは、「自衛隊の活動」で 72.4%、次いで「海外の国の援助」54.0%、「消防庁・消防団の活動」50.4%、

「個人によるボランティア活動」40.5%となり、「各企業・団体や組織によるボランティア活動」は 31.2%となりました。 

男女別でみると、「国内の有名人やアーティスト・スポーツ選手の援助・ボランティア活動」（男性 34.1%、女性

48.3%）、「家族や親族のサポート」（男性 27.0%、女性 44.9%）、「海外の有名人やアーティスト・スポーツ選手の援助・

ボランティア活動」（男性 27.8%、女性 39.2%）、「友人のサポート」（男性 21.0%、女性 40.7%）と、それぞれ男性よりも女
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調査結果ニュースリリース 
 

性で 10 ポイント以上高くなっており、女性では身近な人からのサポートや、有名人などの援助やボランティア活動

で勇気づけられたことがわかりました。 

 

◆◆◆◆震災後震災後震災後震災後、、、、ボランティアボランティアボランティアボランティア活動活動活動活動によるによるによるによる支援支援支援支援をををを受受受受けたけたけたけた    13.4%13.4%13.4%13.4%    

◆◆◆◆今後今後今後今後、、、、ボランテボランテボランテボランティアィアィアィア活動活動活動活動にににに期待期待期待期待することすることすることすること    

「「「「がれきのがれきのがれきのがれきの撤去撤去撤去撤去・・・・清掃清掃清掃清掃」」」」、、、、「「「「心心心心ののののケアケアケアケア」」」」、、、、「「「「医療施設医療施設医療施設医療施設」」」」、、、、「「「「高齢者高齢者高齢者高齢者サポートサポートサポートサポート」」」」    

全回答者（3,000 名）に、震災後、ボランティア活動による支援を受けたことはあるか、また、参加したことはある

かを聞いたところ、「ボランティア活動による支援を受けた」13.4%、「ボランティア活動に参加した」14.9%となりまし

た。 

 

次に、これからの被災地の復興や被災者支援のためのボランティア活動に対して、期待することを複数回答形

式で聞いたところ、「がれきの撤去や清掃」（57.4%）、「被災者の心のケア」（55.2%）、「医療施設のサポート」（52.2%）、

「高齢者のサポート」（51.4%）がそれぞれ 5 割台で続きました。これからの活動としては、がれきの撤去や清掃のほ

か、心のケアや医療施設・高齢者のサポートなど、医療や福祉関連のサポートも求められているようです。 

 

日本労働組合総連合会（連合）では震災後、組織全体で30 億円に達する支援カンパを集め、3月31日からは岩

手・宮城・福島の 3 県に向けて毎週 300 人規模のボランティアを派遣し、その延べ人数は 8 月末の段階で約 33,000

人となっています。活動内容としては、がれきの撤去・回収や家屋や側溝からのドロ出し、また支援物資の仕分け・

配布などの活動を行ってきました。 

こうした連合の活動を知っていたかを聞いたところ、「知っていた」18.0%、「知らなかった」82.0%となり、2 割弱の人

に認知されている結果となりました。 
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調査結果ニュースリリース 
 

◆◆◆◆まとめまとめまとめまとめ 
今回の調査では、東日本大震災から半年以上経った今でも、被災地の方々の生活環境や雇用を取り巻く状況

の深刻さが窺える結果となりました。 

 

震災前と同じ勤務先で働いている人では、震災前と比べて、約4人に1人が残業時間や休日出勤が増え、また約

5人に1人が給料が減るなど、労働条件が悪化していることが分かりました。震災前と異なる勤務先に勤めている人

では、6割弱が現在の勤務先を「つなぎ」的なものと捉えて働いており、震災前は働いていたが現在職に就いてい

ない人では、4割が「震災の影響」で解雇され、また、8割強が再就職を希望しています。3月11日の震災は、労働条

件や雇用そのものに大きな影響を与えていることが分かりました。 

 

現在の生活の中で不安に感じているものでは、原発関連や地震がそれぞれ7割強となり、今も被災地の人々の

生活に暗い影を落としています。そのような状況下にあって、被災地の復興のために必要だと思う支援や施策では、

約7割が「雇用の創出・確保」と回答し、「原発事故の収束」、「放射性物質の除染」等、原発関連への支援や施策と

並んで、生活の基盤を築くために不可欠な雇用についての対策が強く求められています。 

 

具体的な雇用対策では、「一般成人の雇用の確保」や、一時的ではなく「長期間安定的に働ける雇用（正規雇

用）の確保」が望まれており、今後これらの対策が重要となってくるものと思われます。 

 

このほか、これからの被災地の復興や被災者支援のためのボランティア活動では、がれきの撤去や清掃のほか、

医療や福祉関連のサポートが期待されていることもわかりました。 

 

連合は、調査結果を参考にしつつ、被災地の人々を含む日本のすべての働く人たちが安心して働き、生活を送

ることのできる、「働くことを軸とする安心社会」の実現をめざし、今後も取り組みを進めてまいります。 

 



                                       

 

 

7

調査結果ニュースリリース 
 

◆現在の勤務先･職業

　（単一回答形式）

92.6

74.9

10.0

13.7

24.0

8.5

17.9

4.9

14.9

81.0

89.1

96.3

66.7

78.3

90.2

84.8

0.7

6.8

3.7

1.6

0.0

0.0

0.7

1.0

0.7

0.7

1.4

0.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.1

6.2

0.8

1.2

2.4

2.2

8.3

7.2

2.3

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 【n=3000】

会社員(正社員) 【n=1365】

会社員(契約社員) 【n=277】

会社員(派遣社員) 【n=96】

会社役員･経営者 【n=135】

公務員･団体職員 【n=211】

教職員 【n=84】

専門職(医師･弁護士･会計士など)

【n=122】

アルバイト・パート 【n=710】

震災前と同じ勤務先 震災前と違う勤務先

専業主婦･主夫 学生

無職
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調査結果ニュースリリース 
 

◆震災前と比較して、現在の勤務先や勤務先での仕事の状況の変化

　（単一回答形式）

　対象者：震災前と同じ勤務先で働いている人 【n=2543】

15.6

10.7

8.5

15.0

41.6

44.5

59.4

68.0

18.7

20.5

60.4

61.1

21.4

26.8

18.1

48.8

53.1

39.4

20.4

10.3

5.3

0.7

1.4

0.3

0.3

0.4

7.5

5.4

5.3

7.4

0.7

0.3

0.2

0.5

7.2

3.7

44.5

75.1
4.0

8.3

22.3

4.2

0.8

8.0

23.9

29.5

0.6

7.6

12.0

12.3

3.4

2.4

1.9

1.8

18.9

5.3

0.7

0.9

0.8

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勤務先全体における仕事の量

あなた自身の仕事の量

残業時間や休日出勤

給与

節電意識

防災意識

準備された防災関連グッズ

取得されるボランティア休暇

勤務先に対する

信頼や感謝の気持ち

勤務先の経営や

事業の存続について不安

震災前よりも､非常に減った/弱まった

震災前よりも､やや減った/弱まった

変わらない

震災前よりも､やや増えた/強まった

震災前よりも､非常に増えた/強まった

分からない

仕

事

量

待

遇

震

災

関

連

勤

務

先
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調査結果ニュースリリース 
 

◆震災前と比較して、現在の勤務先や勤務先での仕事の状況の変化

　（単一回答形式）

　【残業時間や休日出勤】

　対象者：震災前と同じ勤務先で働いている人 【n=2543】

4.0

8.4

8.5

14.7

11.1

7.7

6.8

11.0

10.1

6.9

59.4

48.8

50.0

56.4

63.2

63.6

54.0

64.4

75.6

70.8

46.1

57.6

18.1

24.4

17.4

20.5

14.5

16.2

16.0

14.9

13.9

18.8

32.0

18.7

8.0

5.9

4.2

4.2

16.3

6.9

0.0

2.2

0.0

0.8

5.4

3.5

10.9

5.1

4.3

6.2

8.0

2.8

4.9

4.2

6.4

7.6

16.9

6.3

6.0

9.4

6.5

1.5

0.6

1.4

1.3

0.8

3.0

0.6

0.9

0.9

0.7

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 【n=2543】

建設・土木業 【n=172】

製造業・メーカー

【n=430】

情報通信業 【n=117】

運輸業 【n=117】

卸売・小売業 【n=308】

飲食店・宿泊業 【n=100】

サービス業 【n=477】

医療・福祉 【n=238】

教育・学習支援業

【n=144】

官公庁・自治体・公共団体

【n=178】

その他 【n=262】

震災前よりも､非常に減った/弱まった

震災前よりも､やや減った/弱まった

変わらない

震災前よりも､やや増えた/強まった

震災前よりも､非常に増えた/強まった

分からない
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調査結果ニュースリリース 
 

◆震災前と比較して、現在の勤務先や勤務先での仕事の状況の変化

　（単一回答形式）

　【給与】

　対象者：震災前と同じ勤務先で働いている人 【n=2543】

10.3

12.6

15.0

17.9

15.4

15.4

14.9

20.0

17.4

14.1

68.0

75.0

63.3

66.7

66.7

69.5

58.0

64.4

76.5

71.5

78.1

64.1

2.8

3.5

3.4

7.5

4.7

8.6

6.0

6.8

6.8

9.0

11.2

11.8

13.0

8.7

7.6

6.7

11.8

5.5

7.5

10.0

8.1

7.7

9.4

9.1

8.3

10.5

0.4

0.0

0.7

0.0

0.2

1.0

0.6

1.2

0.5

2.6

2.6

0.3

0.0

1.1

1.1

0.7

1.7

0.2

2.0

0.3

0.9

0.0

0.7

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 【n=2543】

建設・土木業 【n=172】

製造業・メーカー

【n=430】

情報通信業 【n=117】

運輸業 【n=117】

卸売・小売業 【n=308】

飲食店・宿泊業 【n=100】

サービス業 【n=477】

医療・福祉 【n=238】

教育・学習支援業

【n=144】

官公庁・自治体・公共団体

【n=178】

その他 【n=262】

震災前よりも､非常に減った/弱まった

震災前よりも､やや減った/弱まった

変わらない

震災前よりも､やや増えた/強まった

震災前よりも､非常に増えた/強まった

分からない
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◆現在の勤務先は将来に向けての「つなぎ」的なものか、

　それとも生涯働くつもりの勤務先か

　（単一回答形式）

　対象者：震災前と違う勤務先に勤めている人 【n=300】

30.0

25.7

34.5

26.0

23.0

29.1

14.7

23.0

6.130.4

28.3

29.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 【n=300】

男性 【n=152】

女性 【n=148】

「つなぎ」的な勤務先である

どちらかというと「つなぎ」的な勤務先である

どちらかというと生涯働くつもりの勤務先である

生涯働くつもりの勤務先である
 

    

◆直近で就いていた職を失った理由

　（単一回答形式）

　対象者：現在、職に就いていない人 【n=157】

32.5 2.5 18.5 27.4 6.47.6

1.3

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 【n=157】

震災の影響による勤務先の倒産による解雇

震災の影響による勤務先の業績不振や営業停止などによる解雇

震災の影響ではない解雇

震災の影響による辞職（自己都合退職や合意退職）

震災の影響ではない辞職（自己都合退職や合意退職）

定年退職

予め定められた契約期間の満了による退職

その他の理由
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◆直近で就いていた職を失った理由

　対象者：現在、職に就いていない人 【n=157】

32.5

32.5 18.57.6

7.6 40.1

58.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

震災の影響による解雇（計）

震災の影響による解雇や辞職（計）

震災の影響による勤務先の倒産による解雇

震災の影響による勤務先の業績不振や営業停止などによる解雇

震災の影響による辞職（自己都合退職や合意退職）

 
    

◆現在、失業手当（雇用保険の基本手当）を受給しているか

　（単一回答形式）

　対象者：現在、職に就いていない人 【n=157】

16.6 10.8 48.424.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 【n=157】

現在、失業手当を給付されている

失業手当を給付されていたが、期間が終わった

現在、申請しているが、まだ失業手当は給付されていない

申請していないので失業手当は給付されていない
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調査結果ニュースリリース 
 

    

◆就職活動を行っているか

　（単一回答形式）

　対象者：現在、職に就いていない人 【n=157】

26.8 17.855.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 【n=157】

現在、再就職したいと思っていて、就職活動を行っている

現在、再就職したいと思っているが、就職活動は行っていない

現在、再就職したいとは思っておらず、就職活動は行っていない

 
    

◆地元（震災前に居住していた地域から通勤できるエリア）での再就職を希望するか

　（単一回答形式）

　対象者：現在、職に就いていない人 【n=129】

13.286.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 【n=129】

希望する 希望しない
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◆震災前に住んでいた住居に関しての震災の影響

　（単一回答形式）

7.7

9.7

49.4

29.4

54.8

54.6

37.5

65.1

27.5

34.3
3.0

8.0

3.2

5.5

8.1

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 【n=3000】

震災前：岩手県

【n=630】

震災前：宮城県

【n=1467】

震災前：福島県

【n=903】

全壊または大規模半壊

半壊（基礎損傷・家屋傾斜・外壁内壁の脱落）

一部損壊（外壁・内壁のひび割れ）

殆ど影響は無い
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◆震災前の状態に戻るのに必要だと予想する時間

　（単一回答形式）

　【自分自身の生活】

4.9

7.6

10.7

1.5

1.0

0.6

0.7

0.4

0.0

0.3

3.7

3.9

58.3

4.5

2.0

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

全体 【n=3000】

    
    

◆震災前の状態に戻るのに必要だと予想する時間

　（単一回答形式）

　【家族全員の生活】

4.1

7.3

9.3

1.1

0.8

0.4

0.6

0.2

0.0

0.3

3.4

4.6

60.6

5.1

2.0

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

全体 【n=3000】

    



                                       

 

 

16 

調査結果ニュースリリース 
 

◆震災前の状態に戻るのに必要だと予想する時間

　（単一回答形式）

　【自分自身の生活】

3.0

6.0

7.1

1.3

0.2

0.2

0.0

0.0

0.0

0.3

2.4

2.2

72.5

2.7

2.1

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

震災前：岩手県 【n=630】

6.8
8.9

11.9

1.5

1.0

0.3

0.1

0.1

0.1
0.1

2.4

3.5

57.5

4.4

1.6

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

震災前：宮城県 【n=1467】

3.0
6.4

11.2

1.8

1.6

1.3

2.1

1.2

0.0
0.7

6.9

5.9

49.6

5.9

2.5

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

震災前：福島県 【n=903】

    



                                       

 

 

17 

調査結果ニュースリリース 
 

◆震災前の状態に戻るのに必要だと予想する時間

　（単一回答形式）

　【家族全員の生活】

2.7

4.4

6.8

1.4

0.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.1

3.3

74.1

3.2

1.3

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

震災前：岩手県 【n=630】

5.3
9.1

10.7

1.0

0.4

0.1

0.2

0.1

0.0
0.1

2.2

3.7

60.4

4.8

1.8

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

震災前：宮城県 【n=1467】

3.2
6.3

8.7

1.1

1.7

1.2

1.6

0.7

0.0
0.9

6.3

6.8

51.6

7.1

2.9

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

震災前：福島県 【n=903】

    



                                       

 

 

18 

調査結果ニュースリリース 
 

◆震災前の状態に戻るのに必要だと予想する時間

　（単一回答形式）

　【震災前に居住していた市町村】

3.8

5.6

10.9

3.5

5.0

2.6

2.7

0.7

0.3

1.4

6.0

6.5

31.0

10.2

9.7

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

全体 【n=3000】

    
    

◆震災前の状態に戻るのに必要だと予想する時間

　（単一回答形式）

　【震災前に居住していた県】

0.7

1.1

3.9

4.5

11.2

7.1

6.6

2.0

1.4

4.2

15.0

9.4

9.8

7.6

15.5

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

全体 【n=3000】

    



                                       

 

 

19 

調査結果ニュースリリース 
 

◆震災前の状態に戻るのに必要だと予想する時間

　（単一回答形式）

　【震災前に居住していた市町村】

6.0

5.1

5.2

1.9

3.2

1.4

1.6

0.6

0.0

0.2

2.7

4.1

60.3

3.0

4.6

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

震災前：岩手県 【n=630】

3.7
6.7

13.4

4.1

6.7

2.6

1.8

0.4

0.2
0.7

4.0

6.3

23.9

13.4

12.2

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

震災前：宮城県 【n=1467】

2.4
4.2

10.9

3.5

3.7

3.4

5.0

1.3

0.7
3.5

11.6

8.3

22.1

10.1

9.2

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

震災前：福島県 【n=903】

    



                                       

 

 

20 

調査結果ニュースリリース 
 

◆震災前の状態に戻るのに必要だと予想する時間

　（単一回答形式）

　【震災前に居住していた県】

0.6

1.4

2.9

4.8

14.3

10.0

5.2

1.3

0.8

2.2

9.7

9.7

14.0

6.2

17.0

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

震災前：岩手県 【n=630】

0.6
1.3

5.5

5.7

14.2

7.3

5.7

1.2

0.8
1.9

7.8

9.3

8.3

10.5

19.8

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

震災前：宮城県 【n=1467】

0.9
0.6

2.1

2.4

4.1

4.9

9.2

3.7

2.9
9.2

30.3

9.4

9.3

3.8

7.3

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

震災前：福島県 【n=903】

    



                                       

 

 

21 

調査結果ニュースリリース 
 

◆震災前の状態に戻るのに必要だと予想する時間

　（単一回答形式）

　【日本全体】

0.5

1.0

3.6

6.3

10.6

6.8

8.1

2.1

1.9

5.6

14.3

15.3

1.9

6.5

15.6

0% 50% 100%

既に震災前の状態に戻っている

半年以内

半年～1年程度

1年～3年程度

3年～5年程度

5年～7年程度

7年～10年程度

10年～15年程度

15年～20年程度

20年～30年程度

30年～40年程度

40年～50年程度

50年以上

何年かかっても震災前の状態には戻らない

分からない

全体 【n=3000】

 

◆震災後についての変化

　（単一回答形式）

　全体 【n=3000】

19.4

22.8

52.8

59.7

53.4

54.2

26.2

32.7

27.7

22.3

46.1

12.8

1.7

1.2

0.8

1.4

2.2

1.5

9.0

1.7
0.4

1.0

11.9

7.0

10.6

3.6

2.7

2.2

9.3

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族・親族とのつながり・絆

友人とのつながり・絆

恋人・配偶者とのつながり・絆

地元自治体への信頼

国・政府への信頼

震災前よりも、非常に弱くなった

震災前よりも、やや弱くなった

変わらない

震災前よりも、やや強くなった

震災前よりも、非常に強くなった

分からない
    

    



                                       

 

 

22 

調査結果ニュースリリース 
 

◆現在の生活の中で不安に感じている事

　（複数回答形式）

72.1

52.9

39.9

31.9

23.6

21.8

20.3

15.1

15.0

2.4

2.5

74.6

34.9

23.7

0% 50% 100%

原発関連

地震（余震）

収入の確保

健康の維持

働く場所の確保

子供の将来

親の生活

津波

人口の減少（地域の過疎化）

子供の生活（教育）

治安の悪化

住宅の確保

その他

不安に感じている事は無い

全体 【n=3000】

    
    

◆現在の生活の中で不安に感じている事

　（複数回答形式）

　※一部抜粋

32.8

30.6

21.7

69.3

35.3

26.1

15.4

90.1

51.5

41.8

32.5

65.1

0% 50% 100%

原発関連

健康の維持

子供の将来

人口の減少(地域の過疎化)

現在：岩手県 【n=628】

現在：宮城県 【n=1457】

現在：福島県 【n=882】

 



                                       

 

 

23 

調査結果ニュースリリース 
 

◆今後、被災地の復興のために、どのような支援や施策が必要だと思うか

　（複数回答形式）

70.0

69.6

59.5

50.9

48.7

46.1

45.0

44.8

44.2

42.8

41.0

38.7

37.7

36.6

33.9

32.4

30.2

30.1

28.1

2.5

77.6

53.0

50.1

0% 50% 100%

福島原発事故の収束

放射性物質の除染

雇用の創出・確保

福島原発事故の被害補償

水産業の復興

農業の復興

被災者への生活支援

政治の指導力の発揮

被災地県産品の購入

募金（義援金）

被災地県への観光・旅行

被災者の「二重ローン問題」の救済

新しい産業の育成

住環境の整備

ボランティア活動

企業に対する経営支援

節電

生活インフラの復旧

省エネ

自粛ムードの解消

介護サービス・医療サービスの復旧

公共施設サービスの復旧

その他

全体 【n=3000】

 



                                       

 

 

24 

調査結果ニュースリリース 
 

◆住んでいる県の「雇用」について、どの様な対策を望んでいるか

　（複数回答形式）

63.7

43.8

38.9

31.3

25.8

19.9

1.4

8.2

30.7

34.9

65.6

0% 50% 100%

一般成人の雇用の確保

長期間安定的に働ける雇用（正規雇用）の確保

地域の新卒者の雇用の確保

新しい業界に就職するための

就職支援・職業訓練の充実

失業手当の期間延長

在宅就業の支援

高齢者（60歳以上）の雇用の確保

主婦層の雇用の確保

県外企業の採用情報の提供

その他

特にない

全体 【n=3000】

 



                                       

 

 

25 

調査結果ニュースリリース 
 

◆震災後、勇気づけられたこと

　（複数回答形式）

　※上位12項目まで表示

54.0

50.4

40.5

34.9

31.2

29.7

27.2

27.0

25.3

72.4

40.4

32.8

0% 50% 100%

自衛隊の活動

海外の国の援助

消防庁・消防団の活動

個人によるボランティア活動

国内の有名人やアーティスト・スポーツ選手の

援助・ボランティア活動

家族や親族のサポート

海外の有名人やアーティスト・スポーツ選手の

援助・ボランティア活動

各企業・団体や組織による

ボランティア活動

友人のサポート

国・自治体の援助

女子サッカー「なでしこジャパン」の

ワールドカップ優勝

地域住民のサポート

全体 【n=3000】

 

 

◆震災後、勇気づけられたこと

　（複数回答形式）

　※一部抜粋

27.0

27.8

21.0

48.3

44.9

39.2

40.7

34.1

0% 50% 100%

国内の有名人やアーティスト・スポーツ選手の

援助・ボランティア活動

家族や親族のサポート

海外の有名人やアーティスト・スポーツ選手の

援助・ボランティア活動

友人のサポート

男性 【n=1680】 女性 【n=1320】

 



                                       

 

 

26 

調査結果ニュースリリース 
 

◆震災後、ボランティア活動による支援を受けたことはあるか。

　逆に、ボランティア活動に参加したことはあるか。

　（複数回答形式）

14.9

74.7

13.4

0% 50% 100%

ボランティア活動による支援を受けた

ボランティア活動に参加した

どちらもない

全体 【n=3000】

 

 

◆これからの被災地の復興や被災者支援のためのボランティア活動に対して、

　期待すること

　（複数回答形式）

55.2

52.2

51.4

46.3

31.8

30.2

23.7

1.6

0.6

57.4

49.3

42.7

0% 50% 100%

がれきの撤去や清掃

被災者の心のケア

医療施設のサポート

高齢者のサポート

子どもの生活環境や教育環境整備のサポート

仮設住宅の環境や治安の維持

障害者のサポート

子育て支援

ローンなど生活設計のカウンセリング

拾得物の洗浄

その他

あてはまるものはない

全体 【n=3000】
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調査結果ニュースリリース 
 

◆震災後の、日本労働組合総連合会（連合）の支援活動を知っていたか

　（単一回答形式）

82.018.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 【n=3000】

知っていた 知らなかった
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本本本本ニュニュニュニュースレターースレターースレターースレターのののの内容内容内容内容のののの転載転載転載転載にあたりましてはにあたりましてはにあたりましてはにあたりましては、、、、「「「「連合連合連合連合調調調調べべべべ」」」」とととと 

付記付記付記付記のうえごのうえごのうえごのうえご使用使用使用使用くださいますようくださいますようくださいますようくださいますよう、、、、おおおお願願願願いいいい申申申申しししし上上上上げますげますげますげます。。。。 
 

 

 

 

連合（日本労働組合総連合会） 総合企画局  担当：扇谷、加藤 

 

 

TEL  ： 03-5295-0510（総合企画局） 

 

E メール ： jtuc-kikaku@sv.rengo-net.or.jp  （総合企画局） 

 

 

受付時間 ：10 時 00 分～17 時 30 分（月～金） 

 

 

 

 

組織名 ：連合（日本労働組合総連合会） 

代表者名 ：会長 古賀 伸明 

発足 ：1989 年 11 月 

所在地 ：東京都千代田区神田駿河台 3-2-11 総評会館内 3F-8F 

業務内容 ：すべての働く人たちのために、希望と安心の社会をつくる 
 

 

◆調査概要◆ 

 

◆調査タイトル：東日本大震災・被災３県（岩手県、宮城県、福島県）の意識調査 
◆調査対象：ネットエイジアリサーチのモバイルモニター会員を母集団とする 

東日本大震災前に、有職者（パート・アルバイト含む）で 
岩手県・宮城県・福島県に居住していた20歳～69歳の男女 

◆調査期間：2011年10月12日～2011年10月17日 
◆調査方法：インターネット調査 
◆調査地域：全国 
◆有効回答数：3,000サンプル（有効回答母数から3,000サンプルを抽出） 
◆実施機関：ネットエイジア株式会社 
           （担当：渡邊） 

■■報道関係の皆様へ■■ 

■■本調査に関するお問合せ窓口■■ 

■■連合（日本労働組合総連合会） 概要■■ 


